
　　介護保険法の規定により、介護保険事業者の指定の効力については有効期間(6年間)が設けられています。このため有効期間満了後も指定の効力を有効とするためには指定の更新を受ける必要があります。
　この指定の更新を受けるためには、指定基準等を遵守して適正なサービス提供を行えることが必要です。このため、休止中の事業所においては、この指定の更新を受けるために、まず、指定基準等を満たした上で、事業の再開の手続きを行う必要があります。
その手続きについては、下記のとおりとなりますので適切に行われますようお願いします。
　　なお、更新手続を行わなければ、指定の有効期間満了日経過後、指定の効力が失われ、介護報酬の請求ができなくなります。また、指定の効力失効後は、事業を再開するにあたっては、改めて新規指定を受ける必要がありますのでご承知ください。

　■　休止中の事業所の指定更新手続きについて
　　１　再開届の提出について

　　　○ 指定基準（人員基準、設備基準）等を満たし、当該事業所で適正な介護保険事業を運営できる状態になった段階で（指定の有効期間満了日までに事業を再開する場合に限る）、当課に再開届を提出してください。
○ 再開届に必要な書類等は【廃止・休止・再開届】ページの各サービス欄の「必要書類・届出方法」で確認してください。
※休止の内容によって、その他必要書類を求める場合があります。
　　２　指定更新申請書の提出について

　　　○ 上記１により再開届を提出後、指定基準等を満たしたことを前提に、更新申請書手続きを行うことになります。※指定基準等を満たしていなければ指定の更新を受けられません。
　　　○ 指定更新申請に必要な書類、申請日時等については、別途ご案内いたします。
■　事業所の廃止手続きについて　
　　　○ 事業再開の見込みがないなどにより、事業を継続しない場合には、当課に廃止届を提出してください。
　　　〇 廃止届に必要な書類は【廃止・休止・再開届】ページの各サービス欄の「必要書類・届出方法」で確認してください。
　　　　　※処遇改善加算を算定している場合は、当該加算の実績報告書の提出が必要です。
（留意点）

・「利用者に対する措置状況」は、廃止に際し利用者○人に対して、どこの事業所へ引き継いだのか等記載してください。(利用者の個人情報（氏名等）は記載しないでください。)
・補助金等を受け開設した事業を廃止する場合は、当該補助金の精算手続きが必要となる場合があります。
休止中の介護保険指定事業者における指定更新について








